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令和 4年 1月 17日 

環境部 環境政策課 

再生可能エネルギーについて 
 

 

１．再生可能エネルギーを取り巻く状況 

 

⑴ 再生可能エネルギーとは 

再生可能エネルギー（太陽光・風力・地熱・水力・バイオマス）は、温室効果ガスを排

出しない脱炭素エネルギー源であるとともに、国内で生産可能なことから有望かつ多

様で、重要な国産エネルギー源である。 

 

⑵ 地球温暖化対策計画の策定 

国は気候変動問題への対応として、令和元年１０月に「２０５０年カーボンニュートラ

ル」を目指すことを宣言するとともに、令和３年１０月２２日に閣議決定された「地球温暖

化対策計画」において、２０３０年度の新たな温室効果ガス排出削減目標として、２０１３

年度から４６％削減することを目指し、さらに５０％の高みに向けて挑戦を続けるとの新

たな方針を示した。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 太陽光発電について 

再生可能エネルギーの主力として導入が拡大し、自家消費や地産地消を行うレジリ

エンスの観点でも活用が期待されるが、日中しか発電できないことや発電量が天候に

左右されるなどの特性を持つ。しかしながら、火力発電等の発電所に比べて比較的容

易かつ短時間で設置が可能であり、蓄電池等との組み合わせにより長期安定的な電

源として成熟していくことが期待される。 

また、国は、２０５０年において住宅・建築物には太陽光発電設備が設置されている

ことが一般的となることを目指し、２０３０年において新築戸建住宅の６割に太陽光発

電設備が設置されることを目指すとしている。 

 

 

 （出典：経済産業省 資源エネルギー庁 日本のエネルギー2020）（出典：エネルギー基本計画） 
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＊県内自治体の住宅用太陽光発電導入総容量（容量 10kW未満対象） 
 （人口が 20 万人以上の自治体で一世帯当たりの容量が多い順） 
 

自治体名 導入総容量【kW】 
一世帯当たり 

導入容量【kW/世帯】 
 

 市原市 30,563 0.257 

 流山市 20,929 0.247 

 八千代市 17,067 0.198 

 柏市 34,523 0.181 

 松戸市 28,840 0.124 

 船橋市 36,260 0.124 

 千葉市 44,384 0.098 

 市川市 19,190 0.078 

 ※導入総容量は資源エネルギー庁より（2021年 6月時点） 

 

２．地球温暖化対策実行計画（施策体系） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の柱】 【取 組】 
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１ 市民の環境配慮行動の 

普及・啓発 

① エコライフの普及推進 

② ごみ発生量の削減 

【将来像】 【分 野】 
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③ 省エネルギー型機器の普及促進 

④ 住宅等への再生可能エネルギー 

利用設備の設置 

２ 低炭素なライフスタイル 

への転換 

３ 事業活動における 

環境配慮の普及 
⑤ エコオフィス行動の普及推進 

⑥ 事業系廃棄物の発生抑制 

４ 低炭素化に向けた 

設備投資の促進 ⑦ 建物等の省エネルギー対策の促進 

⑧ 再生可能エネルギーの利活用 

５ 交通の低炭素化推進 

⑩ 次世代自動車の普及促進 

⑨ 自動車交通需要の抑制 

６ 環境負荷の少ない都市 

形成の推進 ⑪ 緑の保全・緑化の推進 

⑫ 都市機能施設の集約の促進 

《横断的な施策》 

８ 地球温暖化対策に 

取り組むひとづくり 

⑰ 環境・エネルギー学習の推進 

⑱ 地球温暖化防止活動の啓発・支援 

７ 気候変動への適応 

⑬ 災害リスクへの対応 

⑮ 自然生態系リスクへの対応 

⑭ 健康リスクへの対応 

⑯ 農林水産業リスクへの対応 

《地域気候変動適応計画》 
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３．第５次ふなばしエコオフィスプラン（推進体系） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①環境に配慮した物品・役務の調達の推進 

②受注事業者等への環境配慮契約の推進 

再生可能エネルギー・省エネルギ

ー設備の導入の推進 ①再エネ・省エネ設備導入に向けた検討 

②新設・大規模改修におけるエネルギー対策 

環境配慮契約、グリーン購入の推

進による低炭素化の誘導 

②設備・機器の保守・管理に関する取組 

①日常的な設備の使用に関する取組 

 

③設備・機器の運用改善に関する取組 

①エコオフィス行動の実践 

 

 ②公用車に関する取組 

 

設備の維持管理による温室効果ガス

の削減、省エネルギー対策の推進 

温室効果ガスの削減に資する日常

的な省エネ活動等の実践 

環境に配慮した知識の習得 ①職員研修の実施 

②情報提供、啓発の推進 

③用紙類に関する取組 

④水使用に関する取組 

⑤廃棄物・リサイクルに関する取組 

③既存施設におけるエネルギー対策 

推進方針 推進事項 
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４．本市の取り組み 

 

⑴ 太陽光発電システム・省エネルギー設備設置費補助事業 

温室効果ガスの削減をするため、平成 21年度より住宅における太陽光発電システ

ム、省エネ設備の設置費用の一部を補助している。 

 

 

 

 

⑵ 本市における今後の取り組み 

 ・廃棄物発電を活用した自己託送実証事業 

 ・避難施設等への再生可能エネルギー設備導入等事業 

 

 

 

 

 

 

 

【令和3年度補助対象設備および補助単価】

省エネルギー設備

エネファーム

定置用リチウムイオン蓄電システム

太陽熱利用システム

太陽光発電システム
２０，０００円／kw

(上限：９０，０００円）

１００,０００ 円 

５０,０００ 円 

５０,０００ 円 

【補助金額等の推移】

補助金額

エネファーム

蓄電システム

太陽熱

合計

太陽光発電システム

エネファーム

蓄電システム

太陽熱

合計

単位 平成30年度

交
付
決
定
件
数

太陽光発電システム

件

22,270 19,400 18,450

令和元年度 令和2年度

千円

0 0 0

116 118 121

61 68 52

省
エ
ネ
設
備

71 47 44

4,228

省
エ
ネ
設
備

5,680 2,350 2,200

11,600

交
付
決
定
額

千円

4,908 5,250

11,800

総合計 248 233 217

187 165 165

総合計 22,188 19,400 18,450

17,280 14,150 14,222

0 0 0

12,022

令和3年度

20,900

65

0

16,100

20,900

178

243

4,800

1,700

14,400

34

144

0
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５．他自治体等での取り組み 

 

⑴ 「みんなでいっしょに自然の電気」キャンペーン（「みい電」） 

 

再生可能エネルギー電力の購入希望者 

を募り、一定量の需要をまとめることで価格

低減を実現し、再エネ電力の購入を促す、国

内初のモデル事業。 

太陽光や風力等の自然の電気を活用し 

た電気を、お得に利用できるキャンペーンで

多くの方が参加するほど、電気代が安くなる。 

 

＊令和４年１月１3日現在の登録世帯数 ５,333世帯 

 電力会社・価格が入札で決定：電気代削減額  

 →自然の電気３０％以上メニュー ： 平均９％、年間平均１１,０００円 

 →自然の電気１００％メニュー   ： 平均８％、年間平均１０,０００円 

 

【本市における、事業周知】 

対市民⇒各種イベントでチラシ配布、広報12月15日号に掲載 

対事業者⇒商工会議所の協力で会報誌「ハンドシェイクふなばし1月号」掲載 

対市職員⇒職員用パソコンの掲示板に掲載し、契約の切り替えを呼びかけ 

 

 

⑵ ０円ソーラー（神奈川県） 

 

事業者が初期費用を負担して、住宅に 

太陽光発電設備を設置し、発電した電力

を住宅所有者等に販売することで初期費

用を回収するので、住宅所有者は初期費

用０円で太陽光発電を設置できる。 

 

 

 

 

⑶ 太陽光発電・蓄電池の共同購入事業（神奈川県） 

 

県と協定を締結した事業者が、広

く県民の皆さんから太陽光発電及

び蓄電池の購入希望者を募り、一

括して発注することにより、スケール

メリットを活かした価格低減を促し、

太陽光発電等の更なる普及拡大を

図ることを目的とした事業。 


